
法人化に向けた労働環境の整備

経営概要

宮上 透
◆代表者・所在地

宮上 透 神奈川県足柄上郡開成町

◆経営規模
露地野菜（里いも、スイートコーン） ４ha、水稲 0.6ha

◆従業員数
パート・アルバイト２名

◆事業内容
里芋の生産を中心にスイートコーンなどの露地野菜を栽培し、
直売や農協等への出荷に取り組む。

宮上 透氏

相談内容２

支援内容3

■支援チームによる支援計画の策定

経営の法人化に向けて税制や社会保障の有利性の

説明と法人の決算時期の決め方等と従業員の都合を

考慮した雇用条件をどのように作るかを検討する必要から、

税理士と社会保険労務士による支援が必要であることを

経営戦略会議で決定し、支援チームが支援計画の策定

を行った。

支援チーム構成員：

税理士、社会保険労務士、

農業経営・就農支援センター専属スタッフ

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、農業経営・就農支援センター事務

局職員が中心になり、専門家と調整を行った。

・法人化のメリット・デメリット（税理士）
税制面や決算時期等の法人化のメリット・デメリットと、農

業機械等の法人への引継ぎにおける注意点について説明

した。

・労働関係法規等の説明
（社会保険労務士）
労働基準法の農業への適用条項や労働関係制度、社

会保険制度について説明した。

・就業規則と雇用契約書などを説明

（社会保険労務士）
就業規則や雇用契約書の作成について助言を行うととも

に、労働災害について説明した。
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支援計画書

１.相談事項の整理
２.支援チームについて選定

相談事項に対応した専門家を選定
３.専門家派遣事業を実施する回数(期間)

相談事項と実施時期を決定

法人化に向けた支援計画を策定

法人化

雇用・労務

経営発展の一つの手法として法人化を検討している中、

法人経営に関わらず経営発展には、従業員との信頼関係

が第一であることを知り、具体的な法人化に向けて悩んで

いたところ、県主催の経営研修会を受けた際に農業経

営・就農支援センターを紹介され、相談した。

経営の法人化のメリット・デメリットについて、税制面や社

会保障における個人経営と法人経営の違いを知りたい。

また、従業員の労務管理については、労働基準法を始

めとした各種労働関係法規や制度について、自己の経営

の中で従業員の働き方とどのように調和させていけばよ

いかを相談したい。



関係機関・団体との協力・連携を得て、法人化や規模拡大、労務管理など、農業経営における高度な課題についての

相談窓口となり、多くの農業経営者の課題解決に向けて、さまざまな支援を行っています。

組織概要

■相談窓口
【経営相談】
住 所：神奈川県横浜市中区山下町２番地
住 所：産業貿易センタービル10階
住 所：（公社）神奈川県農業会議
電話番号：０４５－２０１－８８５９
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～16：00
【就農相談】
住 所：神奈川県海老名市杉久保北５ー１－１
住 所：かながわ農業アカデミー 就農企業参入課
電話番号：０４６－２３８－５２７４
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～16：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
法人経営と個人経営の違いやそれぞれの特長について

理解が深まった。

雇用者を正社員、準正社員、パート、アルバイトの４つ

のカテゴリーに分類した就業規則の作成するとともに、労

働契約書を作成して雇用者に交付するとともに、雇用環

境を改善するため、労災保険にも加入した。

喜びの声

法人にするべき時期について、不安がありましたが、税理

士からの助言でヒントを得たと感じました。

また、地域に根ざした農業を行う上で雇用者の都合に柔

軟に対応できる雇用管理の方法を考えていましたが、社会

保険労労務士に相談できたことで、もやもやしたものが晴れ

ました。

今後、法人に移行するときもスムーズにいくのではないかと

思います。

将来を見据えて地域農業を担っていこうという気概と、そ

れらの展望を実現する能力があることも感じ取れるが、経

営発展、特に規模拡大や売上げ拡大を考えると、経営者

の思いを受け止められる右腕となるような従業員の確保が

急務のように感じます。

引き続き、労働環境の整備に取り組み、経営を発展させ

ていくことが期待されます。

専属スタッフの所感

専門家と話し合って作成した就業規則

■今後の経営展開
水田の受託面積を増やしながら稲作部門を法人経営に

移行していきたい。

経営者としての負担軽減のために、野菜作と稲作の棲み

分けを図り、経営の合理化を進めていきたい。

＜支援機関＞神奈川県農業経営・就農支援センター

（公社）神奈川県農業会議入口
(産業貿易センタービル)

かながわ農業アカデミー外観
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